
第皿章海外における豚コレラの清浄化＊

はじめに

豚コレラは熱性、全身性、敗血症性のウイルス性伝染病で、強い伝染力と高い

致死率を特徴とする。豚コレラの病態はウイルスの性状や豚の状態によって急性

型から慢性型、遅発型と多様であるが、いずれも予後は不良で養豚業に甚大な被

害を与えてきた。養豚業の歴史はまさに豚コレラとの闘いの歴史であったといっ

てもよい。ワクチンや診断法の開発・改良によって、豚コレラの発生は世界的に

減少する傾向にある。‘しかし、今でも発生が続いている国が多く、養豚業を脅か

す重要疾病の一つとなっている。

豚コレラの防疫にはワクチン接種による防圧（ウイルスとの共存）と感染豚の

摘発淘汰による清浄化（ウイルスとの決別）がある。米国や英国などの先進国で

は、清浄化を達成した国あるいは清浄化を防疫方針としている国が多い。日本

は２００６年４月１日にワクチン接種を全面的に中止し、国際獣疫事務局の規定に

基づき２００７年４月１日より豚コレラの清浄国となった。日本と米国や英国の清

浄化計画を比べると大きな違いがある（表皿一１）。それまで日本はワクチンによ

る防圧を基本とし、清浄化計画は最終発生の４年後の１９９６年に開始された。し

かも、鹿児島県におけるワクチン株と近縁のウイルスが原因と推定された疑似

症例の発生があったものの、その計画中において豚コレラの発生は皆無であっ

表皿一１豚コレラ清浄化計画の比較

項目 米国 英国 日本

開始時の
飼養頭数

開始時の発生数

推進機関

期間

発生数

淘汰数

８，０００万頭

６－５，０００件

民間／連邦／州

１６年

５，７１３件

８０４，３０２頭

５００万頭

１－２，０００件

中央政府

３年

１，６９３件

４１５，９４７頭

１，０００万頭

０件

国／都道府県

１０年

０件

０頭

’清水実嗣（元動物衛生研究所）
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た。換言すれば、日本の清浄化計画はワクチンで完全に防圧した段階で開始され

たといってもよい。今までにワクチンのみで清浄化を達成した例はなく、我が国

の成果はワクチンが豚コレラウイルスを駆逐した希有な例として内外から高く評

価される。一方、米国や英国は多数発生している状況下で清浄化計画を始め、文

字通り豚コレラとの闘いというべきものであった。両国の経験はこれからの家畜

疾病の防疫、清浄化を考えるうえで学ぶべきことが多い。そこで、本稿では豚コ

レラの世界の発生状況と米国及び英国の清浄化計画の概要を紹介する。

１世界の豚コレラ

豚コレラが最初に報告されたのは１８３３年米国のオハイオ州で、７０年後の１９０３

年に原因ウイルスが特定された。ウイルスの由来については定説がなく、新大陸

起源説とヨーロッパ由来説がある。しかし、新大陸には豚の祖先種としてのイノ

シシが生息していないことから、ヨーロッパから導入した豚がウイルスを持ち

込んだ可能性が高い。その後、ヨーロッパを始め世界各国で報告されるように

なった。日本では１８８８年に北海道真駒内の種畜場で米国からの輸入豚の間で高

い致死率を示す伝染病の発生した記録があり、その内容から我が国最初の豚コ

レラの発生と推定される。本病の重要性から、診断法やワクチンの開発・改良、

清浄化計画の推進などさまざまな取り組みが行われ、デンマーク（１９３３年）や

スウェーデン（１９４４年）、ニュージーランド（１９５３年）、オーストラリア（１９６２

年）、カナダ（１９６３年）、米国（１９６７年）ではすでに清浄化を達成した（年号は

最終発生年）。英国は１９６６年に清浄化を達成したが、１９７１年と１９８６年、２０００年

に再発生を許している。しかし、そのつど徹底した防疫対策を実施し、現在は清

浄国に復帰している。ヨーロッパでは清浄化を達成した国が多いが、１９９７年の

冬にはドイツの発生を端緒として、オランダやベルギー、イタリア、スペインな

どで続発、ＥＵ域内における防疫の困難さを示すこととなった。特にオランダの

被害が大きく、同年８月までに３３６件の発生があり、予防を目的とした殺処分頭

数は１４０万頭に達した。オランダにおける発生と防疫の経過などは、Ｐｒｅｖｅｎｔｉｖｅ．

ＶｅｔｅｒｉｎａｒｙＭｅｄｉｃｉｎｅの特集号（第４２巻１３５～３１７頁、１９９９年）に詳述されて

いる。

最近の豚コレラの発生状況を国際獣疫事務局のホームページ（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．

ｏｉｅ．ｉｎｔ／ｅｎｇ／ｉｎｆｏ／ｅｎ＿ｐｒｅｓｄｉｓｔｒｉｂｇｅｏｈｔｍ）で検索すると、ヨーロッパやアジァ、
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中南米で発生が続いている。ヨーロッパではドイツのほか、ブルガリアやルーマ

ニア、ハンガリー、スロバキアなどの東欧諸国、セルビアやモンテネグロ、ヘ

ルツェゴビナ、クロアチアなどのバルカン諸国、リトアニアやロシアなどで発生

が認められる。特にドイツやハンガリーの発生では、感染源に野生いのししが関

与しており、防疫を困難にする理由となっている。アジアではインドネシア、マ

レーシア、タイ、ベトナム、ミャンマー、インド、フィリピン、台湾、韓国など、

依然として発生している国が多い。台湾と韓国は日本と時期を一にして清浄化計

画を開始した。しかし、台湾では口蹄疫の発生で計画は頓挫、韓国では本土で再

発生を許し、現在は済州島のみが清浄地となっている。中南米ではメキシコやグ

ワテマラ、ペルー、ベネズエラ、ブラジル、ボリビアなどで発生が続いており、

メキシコではソノラ州など北部地域に限って清浄化が認められている。アフリカ

のマダガスカルでも引き続き豚コレラが発生し、養豚業を脅かす重要疾病となっ

ている。

２米国及び英国の清浄化計画

１）米国

（１）米国の養豚と豚コレラの歴史

米国の養豚は１７世紀に始まる。初期の養豚は東海岸に限られていたが、中西

部の開拓が進展すると豚もアパラチア山脈を越える。しかし、養豚業はまだ重要

な産業ではなく、飼養頭数もさほど多くはなかった。養豚業が発展する契機と

なったのは、１９世紀に中西部のトウモロコシ生産が著しく増加したことである。

国外市場へのアクセスが困難なことから、トウモロコシ生産者は養豚業とウイス

キー産業に活路を見出した。余剰トウモロコシとウイスキー残渣を活用した養豚

業は、オハイオ川流域を中心に急速に発展することになる。１８２１年にオハイオ

州のシンシチナに豚肉パッカーが開設され、１８４０年代までに同市は世界有数の

豚肉生産地となった。１８４７年の飼養頭数は３，５００万頭、と殺頭数は２，５００万頭に

達する。ちなみに当時の米国の人口は２，０００万人に過ぎない。その後、米国の養

豚業はますます発展し、清浄化計画発足時（１９６２年）の養豚場は１５０万、年間

生産頭数は８，０００万頭と世界有数の養豚国に成長した。以上のように、米国の養

豚業は豊富なトウモロコシを基盤に発展したが、その歩みは決して順調ではなく、
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最大の障害は疾病問題、特に豚コレラであった。

上述したように、豚コ１／ラが最初に発見されたのはオハイオ州で１８３３年のこ

とである。その後、１８４５年までに１０州で１０件の発生が報告されたが、当時は

多発する疾病と認識されておらず、養豚業者もさほど重要視していなかった。し

かし、１８４６年～１８５５年には１３州で９５件、１８５６年～１８６０年には２２州で１７３件

の発生があり、１８８７年までに北はメインから南はテキサス、西はカリフォルニ

アまで３５州に拡大した。被害も増加し、１８５７年にはオハイオ州のシンシナチ周

辺だけでも６万頭が死亡、多数の生産者から対策を求める要望が政府に提出され

るようになった。米国議会は１８７８年に特別研究費を支出し、１８８３年までに多数

の報告書が提出された。しかし、原因は明らかにされず、有効な対策も見出すこ

とはできなかった。このような状況から、１９８４年米国議会は農務省に畜産局を

設置し、豚コレラの重点的研究に着手した。その結果、１８８６年にＳａｌｍｏｎは豚コ

レラの原因として細菌説（現在のサルモネラ・コレラスイス）を提唱、免疫血清

やワクチンが試作された。しかし、それらの効果はほとんどなく、状況を改善す

るには至らなかった。農務省畜産局の見積もりによれば、１８８６年の被害は全飼

養頭数の１３％以上に達する。このような局面を打開したのは、Ｄｏｒｓｅｔらによる

原因ウイルスの発見で１９０３年のことである。

（２）清浄化計画までの豚コレラ対策一共同注射法の採用

ウイルス原因説が確立すると、不活化ワクチンや免疫血清、免疫血清と強毒ウ

イルスの共同注射法の開発が始まり、特に共同注射法の有効性に関心が集まった。

農務省畜産局は１９０８年に共同注射法の実証試験を開始し、１９１２年までに３０州

でその効果が確認された。翌１９１３年には免疫血清の品質管理など関連法律を整

備し、共同注射法による防疫を正式に採用した。同時に１９１７年まで共同注射法

を活用した清浄化の可能性を探る野外試験が実施されたが、有望な成績を得るこ

となくこの試験は終了した。このように、米国は共同注射法というウイルスと共

存する道を選択、このことが多くの禍根を残すことになる。

米国の生産者と家畜衛生当局者には、以前から疾病は清浄化することが経済的

との考え方があり、その背景には１８９２年に完了した牛肺疫の清浄化計画を始め、

口蹄疫や牛のダニ熱、馬のトリパノソーマ病、鼻疽などを清浄化した経験があ

る。しかし、それら以上に多大な被害を被っているにもかかわらず、豚コレラに

ついては共同注射法を採用した１９１３年から３０年間、清浄化が提案されることは

なかった。その理由として、農務省畜産局は強い病原性など豚コレラの病性を指
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摘している。一方、隣国カナダでは早くから共同注射法の問題、特に豚コレラを

永続させることを認識し、１９００年代の初頭から感染群の淘汰と補償、非加熱残

飯給餌の禁止などを骨子とした清浄化計画を進めている。米国農務省は１９８１年

に出版した報告書「ＨｏｇＣｈｏｌｅｒａａｎｄＩｔｓＥｒａｄｉｃａｔｉｏｎ」の中で、共同注射法を長

期間継続したことを最大の反省点と述べ、共同注射法に固執した理由として農務

省畜産局が開発した独自技術であること、将来問題になるとの認識がほとんどな

かったことを指摘している。

共同注射法が豚コレラの被害を軽減させたことも事実で、１９１３年以前３０年間

の平均死亡率７．５％に対し、１９１５年～１９４０年の死亡率は３．６％と半減した。免疫

血清の生産も増え、１９１５年の５０万リットルから大発生のあった１９２７年には１００

万リットルに増加、１９５０年代までほぼ同量が生産された。共同注射法が広範に

普及すると、病性が複雑になるばかりでなく注射豚が感染源になること、発生

が永続することなどの問題も認識されるようになってくる。ちなみに１９２０年～

１９４０年の発生は２，２５６件（１９３２年）から９，７８８件（１９２０年）に達する。このよ

うなことから、ワクチン開発研究の再開が期待されるようになってきた。

（３）清浄化計画までの豚コレラ対策一ワクチン開発の再開

１９０３年に豚コレラウイルスが発見されると、不活化ワクチンの開発研究が実

施された。しかし、期待されるような成果が得られなかったことから、農務省は

ワクチン研究を凍結、以後２５年聞ワクチン開発は実施されなかった。１９３０年代

になると不活化ワクチンの研究が再開され、１９３４年に豚コレラウイルスの発見

者Ｄｏｒｓｅｔがクリスタルバイオレット、１９３７年にはＢｏｙｎｔｏｎらがユーカリ油とグ

リセリン不活化ワクチンを開発、野外試験で効果が確認され、１９４０年代に商業

生産が始まる。不活化ワクチンの開発は、清浄地でも安心して使えること、若齢

豚や病弱豚にも接種可能なことなど、安全性の観点から生産者の期待を集めた。

しかし、免疫の成立に長期間を要するばかりでなく持続が短いこと、二回接種が

必要なことなどから、共同注射法を凌駕するほどには普及しなかった。生産者や

衛生関係者が望んだのは、共同注射法より安全かつ持続する免疫を早期に誘導す

るワクチンである。

このような盤路を打開したのは生ワクチンの開発で１９４６年のことである。同

年ＫｏｐｒｏｗｓｋｉとＢａｋｅｒは別個に家兎化ワクチンを報告、その効果に注目したワ

クチン生産者がさまざまな生ワクチンを開発し、１９５１年には最初の製品が承認

された。一方、１９４９年～１９５０年に共同注射に起因する事故が多発したことから、
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生ワクチンは急速に普及することになった。１９５６年に予防措置した豚の約７０％

がワクチン接種を受け、その９０％が生ワクチンであった。しかし、承認された

生ワクチンの弱毒化の程度はさまざまで、免疫血清との共同注射が必要なワクチ

ンもあった。また、ワクチンに起因する発生や妊娠豚の垂直感染なども報告され

るようになり、豚コレラを清浄化すべきとの声が高まってきた。その背景には生

ワクチンによる発生の減少、共同注射や不良生ワクチンに起因する病性の多様化

と複雑化、防疫の困難化などがある。ちなみに、清浄化計画発足時の養豚農家数

は約１５０万戸、年間生産頭数は約８，０００万頭、豚コレラの発生件数は減少したと

はいえ毎年５，０００～６，０００件に達する。また、豚コレラ清浄化の動機付けに影響

を与えたことに、この時期に行われた豚水胞疹の清浄化計画がある。１９３２年に

カリフォルニア州で発生した豚水胞疹は約２０年間同州に限局していたが、１９５２

年６月ワイオミング州への伝播を契機として、翌年９月までに４２州で発生する

など全国に拡大した。口蹄疫の隠蔽をおそれた農務省は豚水胞疹の清浄化計画を

開始し、１９５６年に清浄化を達成した。非加熱残飯給餌と残飯給餌豚及び豚肉製

品の州間移動の禁止、清浄化計画における生産者の役割、生産者と行政の連携の

重要性など、この間に得られた経験が豚コレラの清浄化計画に大きな役割を果た

したといわれる。

（４）清浄化計画

米国の清浄化計画の特徴は、英国と異なり州単位で実施し、民間が大きな役割

を果たしたことである。計画は各州の清浄化推進委員会が中心となって進め、全

表皿一２米国の豚コレラ清浄化全国委員会

中心母体 設立 活動・役割

家畜衛生協会

（ＵＳＡＨＳ）

家畜保全協会

（ＩＬＣ）

連邦政府農務省

（ＵＳＤＡ）

１９５１年

１９５８年

技術的問題と計画の検

討・提案分析と評価

教育研修と啓蒙、技術的

支援、分析と評価・提案

１９６１年全体的な助言と支援

各委員会には生産者、食肉業界、農業団体、研究者、ワクチン業

界、報道関係者、州／連邦政府等の代表者が参画
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国的には民間の家畜衛生協会と家畜保全協会、農務省に設置された清浄化委員会

が協力して、また独自に活動を行った（表皿一２）。家畜衛生協会は１９５１年に生産

者団体と研究者、ワクチン製造業者、報道関係者、州と連邦政府の代表者２２名

からなる全国豚コレラ清浄化委員会を設置し、清浄化の可能性とその条件につい

て検討を開始、清浄化の利益とコスト、清浄化に必要な知識や技術は十分なこと、

社会的関心と認識が不足していること、社会教育の重要性などを報告した。さ

らに、同委員会は１９５６年に計画の基礎となる９つのポイントを提案（表皿一３）、

農務省に基金と組織の設置を要望した。家畜保全協会は１９５８年に全国委員会を

組織、家畜衛生協会の報告を受け入れるとともに生産者の関心を喚起した。ま

た、州単位で清浄化委員会を設置し、農務省と連携して関係者の教育と研修を開

始した。一方、生産者団体は１９６０年に連邦政府及び議会と協議し、１９６１年春に

全国プログラムに必要な法律の整備を行うことになった。翌１９６１年には農務省

に清浄化計画の推進に必要な権限と予算を付与する法律ＰｕｂｌｉｃＬａｗ８７－２０９Ａｎ

ＡｃｔＴｏＰｒｏｖｉｄｅａＮａｔｉｏｎａｌＨｏｇＣｈｏｌｅｒａＥｒａｄｉｃａｔｉｏｎＰｒｏｇｒａｒｎに当時の大統領ケ

ネディーが署名し、上下院で圧倒的多数をもって可決した。その結果、同省に生

産者、ワクチン製造業者、獣医学会と獣医師、食肉業者、家畜市場、農業団体、

報道機関、州及び連邦政府の代表を構成員とする豚コレラ清浄化助言委員会が設

置され、１９６２年から清浄化計画を開始することになった。清浄化計画は第１期：

準備期（州清浄化委員会の設置、計画の策定、通報体制の整備）、第１工期：発生

減少期（ワクチン接種の励行、隔離・移動制限などの強化）、第皿期：撲滅期

し

表１皿一３豚コレラ清浄化計画の基盤となる９つのポイント

（家畜衛生協会：１９５６年）

１２３４５６７８９

強毒豚コレラウイルスの排除

生残飯給餌の禁止

豚コレラ及び豚コレラが疑われる発生の報告

発生農場の検疫

ワクチン接種の励行

豚の移動制限

車両及び汚染農場の清掃と消毒

豚コレラ研究の強化

長期的な情報と教育プログラムの制定
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（殺処分による感染源の排除、ワクチン接種の禁止）、第工Ｖ期：侵入防止期（監視

体制の強化、ワクチンの廃止、州外からの侵入防止）の４期からなり、ワクチン

接種禁止後１年間発生がなかった場合に清浄化とみなした。米国は広大かつ州の

独自性が強いこと、豚の生産や衛生状態が州によって異なることから、計画は州

単位で進めることとし、開始時には国全体の計画達成目標期間を定めていなかっ

た。

（５）清浄化計画の実施

清浄化の達成には早期発見と通報が重要となることから、第１期では通報体制

の整備を最重点課題とした。しかし、初期の届出件数は多くなく、生産者の理解

が進み届出が増加したのは数年後である（表皿一４）。診断は疫学調査と臨床検査、

白血球数と剖検所見、脳の病理組織学的検査で行われた。しかし、これらは個体

差と変動幅が大きく、診断法の改善が求められるようになった。１９６５年に蛍光

抗体法が導入されると、診断の精度と迅速化に著しい進歩をもたらし、計画の推

進に大きく貢献した。通報と診断体制が整備されると、届出数がそれまでの２～

３倍以上に増加し、それに反比例して豚コレラと診断される割合が減少している

（表皿一４）。これは通報体制の整備とともに生産者の理解が進み、初期には主に

豚コレラが強く疑われる症例が届けられていたものが、後期には少しでも疑わし

表皿一４豚コレラを疑う発生の通報と診断件数

年次 通報件数陽性件数陽性率（％）

１９６４

１９６５

１９６６

１９６７

１９６８

１９６９

１９７０

１９７１

１９７２

１９７３

１９７４

１９７５

１９７６

１９７７

１６６４

１７０１

１４９９

３１４３

４５３３

６４８４

５７１６

３８７８

２０２５

２１４２

１３３８

８２２

２３６８

７８８

１１１７

８８１

５３４

８５４

８２２

１４８１

６７９

１１８

２０５

１６

５

２

１８

０

６７．１

５１８

３５．６

２７．２

１８ユ

２２．８

１１、９

３．Ｏ

ｌＯ．１

０．７

０．４

０．２

０．８

０．Ｏ
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ければ通報するようになった結果と思われる。清浄化の達成には疑わしい症例の

通報が重要であり、このような生産者の動向は計画を進めるうえで望ましいこと

であった。一方、豚コレラの陽性率が低下した１９６８～１９６９年頃から、慢性経過

をとる症例や妊娠母豚の感染に起因する子豚の持続感染など、非定型的豚コレラ

の発生が注目されるようになってきた。それらの多くは、かつて使用したワクチ

ンと関連することが推定される。計画中に分離した豚コレラウイルス１３５株の病

原性を調べた報告によると、６１株（４５％）が強毒株、２９株（２２％）が弱毒ある

いはワクチン株、８株（６％）は慢性感染を引き起こすウイルスであった。発生

が減少し淘汰に対する補償制度が確立すると、ワクチンの原則禁止と殺処分によ

る防疫が始まった（第皿期）。発生農場と近接農場の豚はすべて淘汰され、死体

の完全埋焼却と消毒を条件に州と連邦政府が評価額の半分ずつを負担した。

前述したように、計画開始当初は国全体の計画期間を設定していなかったが、

計画開始２年後の１９６４年に家畜保全協会の清浄化委員会は、１９６４年末までに全

州で計画を実施、１９６７年末には全州が第皿あるいはＩＶ段階、１９６９年末には清浄

化を達成し、１９７２末に清浄化宣言を行う年次目標を設定した。しかし、計画は

期待通りには進展せず、また州単位で進められたことから、進行状況は州によっ

てまちまちであった。計画開始３年後の１９６５年を例にとると、ほとんどの州が

第１～ＩＶ期にあったが、バーモント州では１９６４年にすでに清浄化を達成、テキ

サス州はまだ計画を開始していないなど、各州の進行状況は大きく異なってい

表皿一５米国清浄化計画の進展（州数）

年次 未実施 １～ｌｌ期 皿～ＩＶ期 清浄化

１９６３

１９６４

１９６５

１９６６

１９６７

１９６８

１９６９

１９７０

１９７１

１９７２

１９７３

１９７４

１９７８

４７

１１

１

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

４

３６

４０

３３

２５

１３．

１１

４

２

０

０

０

０

０

４

９

１７

２２

２９

３０

３５

３３

３２

１１

４

０

０

０

１

１

４

９

１０

１２

１６

１９

４０

４７

５１
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表皿一６米国の豚コレラ撲滅計画（費用対効果）

０１９６２～１９７８年の発生と計画に要した費用

発生・淘汰：５，７１３農場８０４３０２頭

経費：１億４，０００万ドル（補償金２，５００万ドル、その他）

０１９６２年当時の損害額（ワクチン経費、死亡豚など）：５，７４０万ドル

１６年間の推定損害額＝５，７４０×１６×物価上昇率＝１５億ドル

○費用対効果＝１５億一１億４，０００万＝１３億６，０００ドル

た（表皿一５）。しかし、各州とも計画を着実に推進し、１９７８年８月ニュージャー

ジー州の発生を最後に豚コレラの発生は途絶えた。その後、７８８件の疑わしい発

生があったが、いずれも豚コレラが否定され、最終発生１８ヵ月後の１９７８年１月

に清浄化宣言が発せられた。計画中に殺処分された豚は５，７１３農場の８０４，３０２頭

に達する。

米国では清浄化宣言以降に一件の発生もなく、現在も清浄性を維持している。

ワクチンは中止ではなく廃止であり、日本のような備蓄や緊急接種の考えはない。

一方、バイオセキュリティーには厳しく対応しており、強毒ウイルスばかりでな

く弱毒ウイルスやワクチン株についても専門の研究機関を除き導入と保有を禁止

している。

（６）清浄化計画の経済評価

農務省は前掲の報告書の中で清浄化計画の経済評価を行っている（表皿一６）。

計画に要した経費は約１億４，０００万ドル、そのうち淘汰した豚８０４，３０２頭の補償

金は約２，５００万ドルであった。一方、計画開始当時の豚コレラの年間被害額は、

豚の死亡、ワクチン接種経費など約５，７４０万ドルと見積もられている。このよ

うな被害が清浄化計画期間の１６年間続いたと仮定すると、物価上昇率を加味し

た総損害額は約１５億ドルになると試算、清浄化計画に要した費用は総損害額の

１／１０以下であり、同計画の経済的優位性が報告されている。

２）英国

（１）豚コレラと防疫の歴史

英国では１８６２年頃より致死率の高い伝染病が発生し、１８６５年にＢｕｄｄが豚の
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チフス熱として報告した疾病が最初の豚コレラと思われる。１８７８年には法定伝

染病として届出制にするとともに、地方獣医官に感染群の淘汰を可能とする裁量

権を与えた。しかし、その対応は獣医官によって異なり、実効をあげることはで

きなかった。１８９３年には農務省みずから対応に着手、１８９７年には罹患豚と接触

豚の淘汰と移動制限を主とした防疫対策を実施した。また、回復豚から生まれた

子豚が数ヵ月後にしばしば異常を示すというＳｔｏｃｋｍａｎ（１９０７年）の観察に基づ

き、１９０８年からは発生農場の繁殖豚を淘汰した。しかし、１９１５年頃までに淘汰

による清浄化は困難との意見が台頭し、防疫の方針を死亡率の低減と拡大の防止

に転換、共同注射法を奨励することとなった。免疫血清は無料で配布したが、効

果に疑問が持たれるようになり、共同注射法はユ９２２年に中止された。１９１６年か

らは発生農場の隔離と移動制限、所有者による自主淘汰、非加熱残飯給餌の禁

止、多発地域の市場の制限と移動規制などを骨子とした防疫対策を実施すること

になる。発生農場は厳重な隔離と監視下に置かれ、５６日間発生がないことを清

浄農場の条件とした。しかし、隔離中であっても健康と見なされた豚は直ちにと

殺することを条件に移動が許可され、このことが発生を継続させる原因となった

といわれる。１９４７年にはクリスタルバイオレット不活化ワクチンを導入したが、

１９６２年の生産頭数１，１００万頭のうち接種頭数は１２５万頭とあまり普及しなかった。

また、１９５４年から家兎化生ワクチンの臨床試験を実施したが、衛生状態の悪い

農場や若齢豚で事故が発生すること、ワクチンウイルスの同居感染が起こること、

診断検査の解釈を複雑にすることなどから、１９５７年に生産と導入の中止を決定

した。

以上のような関係者の努力にもかかわらず、豚コレラの発生は減少せず、１９５０

年代には毎年１，０００～２，０００件、平均１，２００件の発生が報告されている。このよ

うな状況から、生産者の間で豚コレラ撲滅の要望が高まり、英国政府は１９６３年

３月１１日から清浄化計画を開始することを決定、３年３ヵ月で清浄化を達成した。

英国が摘発淘汰による清浄化が可能と確信するに至った背景には、カナダやオー

ストラリア、アイルランドにおける清浄化計画の実績があるといわれる。

（２）清浄化計画

英国の清浄化計画は隔離と移動制限、追跡調査の強化、殺処分、最終的なワク

チン接種の禁止、汚染国からの豚肉輸入の禁止などを骨子とし、米国と異なり中

央政府の直轄事業として実施した。計画実施の中心は農務省獣医局防疫部で、全

国７８ヵ所に設置した獣医事務所の獣医官と嘱託防疫獣医師（民間の診療獣医師）
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が実務の多くを担当した。

豚コレラを疑う疾病が発生すると、農場の概要と豚の移動記録、症状と剖検所

見などが調査され、病性鑑定目的で殺処分した豚には補償金が支払われた。計画

の初期には定型的症例が多かったことから、診断はおもに臨床観察と剖検所見に

よって行われた。しかし、計画の進展にともない症状が軽度で致死率の低い発生、

妊娠豚の感染にともなう問題など診断の困難な症例が目立つようになったため、

途中から中央獣医学研究所で脾臓を抗原とした寒天ゲル内沈降反応、白血球検査、

脳の病理学的検査、蛍光抗体法などによる実験室診断を実施、特に蛍光抗体法が

大きな威力を発揮した。最終段階では免疫豚と非免疫豚を用いた感染試験も行わ

れた。ちなみに、初年度には２０％にすぎなかった実験室診断は、２年目には４４％、

３年目には８０％以上になっている。診断が確定すると、飼養豚すべての淘汰と食

用の禁止、飼料の焼埋却、施設の消毒を実施、発症豚と非発症豚についてそれぞ

れ評価額の半額、全額が補償金として支払われた。隣接農場と同一所有者の離れ

た農場についても発生する可能性があることから、計画の途中から発生の有無に

かかわらず同様な措置がとられた。規制は消毒完了２週間で解除され、豚の再導

入を許可した。また、発生確認前に農場から移動した豚を追跡し、導入農場を４

週間、計画の途中からは６週間監視下に置いた。発生確認１週間前に移動した豚

と感染した可能性のある妊娠豚はすべて殺処分の対象とした。発生農場の周辺は

感染区域に指定され、域内の豚の移動を禁止、市場や共進会などの開催は中止と

した。しかし、獣医官が認めた場合には、豚のと場への直行を許可した。発生農

表１皿一７英国における豚コレラ清浄化計画の経済評価（単位：１００ポンド）

経費項目 清浄化計画従来の対策１従来の対策２

防疫活動費

検査費

防疫本部経費

ワクチン

補償金

養豚場の損失額

その他の経費

４，３６５

８４４

１，０５５

２，３５７

５６β１７

０

２，３５２

２２，７０５

３，６２１

２，６１５

５２，４７１

０

３４３，０１０

２６５

１３，８８１

１，９９４

２，６１５

５５，１８０

０

２６７，５７０

ユ，３５０

合計 ６７，７９０ ４２４，６８７ ３４２，５９０

従来の対策：従来の対策を継続した場合の損害額と必要経費
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場から感染の疑いのある豚を出荷した市場、また市場からの導入豚を原因とする

発生が確認された場合には、それらの市場を閉鎖、徹底的に消毒を行うとともに、

市場でそれらの豚と接触する可能性のあった豚の追跡調査を実施した。感染源調

査では、人やネズミなどによる機械的媒介と推定される発生が予想以上に多いこ

と、計画の進展にともない残飯のリスクが著しく低下したことなどが報告されて

いる。計画発足時に用いられたクリスタルバイオレット不活化ワクチンは、発生

が減少したこと、豚コレラの発見を困難にすることなどから、計画開始１年５カ

月後の１９６４年８月に全面的に禁止した。ワクチン接種を中止しても、発生が増

加することはなかったと報告されている。以上の結果、英国では１９６６年７月を

最後に発生がなく、清浄化を達成した。計画期間中の発生は１，６９３件で、殺処分

した豚は約４２万頭、その補償金額は約５７０万ポンドに達する。清浄化計画を開

始した１９６３年から１９７５年までを見通した費用対効果分析では、清浄化が経済性

に優れていることが報告されている（表皿一７）。以上のように、英国で毎年１２００

件もあった豚コレラをわずか３年余りで清浄化したことは驚嘆に値する。成功の

最大の理由として、生産者に計画の内容と意義が理解され、通報が順調に行われ

たことが指摘されている。

その後、英国は１９７１年（３農場）と１９８６年（１０農場）、２０００年（１６農場）の

３回豚コレラの発生を許した。しかし、いずれも徹底した防疫措置を実施し、清

浄状態に復帰している。特に２０００年の発生は現代養豚の弱点を突くもので、バ

イオセキュリティーの上から関心を集めた。英国では動物福祉の観点から繁殖母

豚はパドックでの放し飼いが求められている。この発生ではパドックの母豚が初

発で、田園地帯へ遊山に来たハイカーが与えた（捨てた）サンドイッチのハムが

感染源として推定された。しかも、最初の感染が生産ピラミッドの核農場で起

こったことから、感染が増殖農場と生産農場へと拡大し、最終的には１６農場の

発生となった。このように、この発生は動物福祉と生産ピラミッドという今日的

課題の盲点を突いた発生で、バイオセキュリティーの重要さと難しさを考えさせ

るものとなった。

おわりに

上述したように、米国と英国はそれぞれ年間５，０００～６，０００件、１，０００～２，０００

件も発生している時に清浄化計画を始め、豚コレラとの壮絶な闘いを繰り広げ

た。清浄化達成までに淘汰した豚の数は米国で８４万頭、英国で４２万頭に達する。

優れたＧＰ生ワクチンで野外ウイルスをほとんど駆逐、最終発生から４年を経た
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海外における豚コレラの清浄化

１９９６年に開始した日本の清浄化計画とは性格を異にする。計画の途中で多くの

問題が招来したにもかかわらず、計画が成功した理由の一つとして豚コレラとい

う病気の性格がある。両国とも計画を進める上で、非定型的豚コレラの存在、妊

娠豚の不顕性感染などが問題となったことを指摘している。そのような豚コレラ

の存在は摘発と診断を困難にし、清浄化達成の阻害要因となる。しかし、豚コレ

ラは基本的には致死率の高い疾病で、オーエスキー病や豚繁殖・呼吸障害症候群

など持続感染を特徴とする疾病に比べ、技術的には清浄化が容易といえる。もう

一つは多くの関係者の共通認識と強い意志、連携協力と役割分担の重要性である。

アメリカ農務省は前掲の報告書の中で「清浄化計画を開始する時点で、計画が成

功することを期待させるのに十分な科学的及び技術的知識が存在した。しかし、

そのような知識だけでは、豚コレラのような疾病の清浄化に向けた活動の成功を

保証することはできない。計画が成功するかどうかは、まさに社会が計画の必要

性とその完遂にあたって生じる不都合と制限の両方を受け入れるかどうかにか

かっている。米国では多くの公共機関、民間グループ、そして利害関係者の積極

的な参加が求められ、計画を成功裏に終わらせるにはすべての参加者の継続的な

協力が必要であった。今回の豚コレラ清浄化計画は、このような条件を満たして

いたので成功したものである」と述べ、生産者団体のリーダーシップと団結、計

画達成に向けた強い意志と何ごとにもひるまない姿勢、官民を問わない科学者の

技術的支援を讃えている。それぞれ立場を異にする家畜衛生協会と家畜保全協会、

連邦政府の農務省に設置された三つの清浄化委員会が対立することなく計画を進

め、連邦及び州政府の関連機関が毎日の業務を円滑に遂行できたのは、そのよう

な生産者団体の揺るぎない意志と姿勢が大きな支えであったと記している。また、

利害が対立する関係にあるワクチン生産者については、業界の一部にあった反対

論を克服し、生産者の要望に応えるべく各種委員会に積極的に参画、計画の推進

を支援したことがワクチン中止に向けた防疫対策の転換に大きな役割を果たした

と述べている。英国でもすべての生産者が疑う症例を遅滞なく報告すれば、豚コ

レラは清浄化できると確信していたという。

国内の養豚状況、清浄化計画の内容と推進体制などの相違から、清浄化に要し

た期間はアメリカで１６年、イギリスで３年余りと異なるが、いずれの国の経済

評価でも清浄化計画が優れていた。オーエスキー病についても両国は清浄化を推

進、すでに撲滅に成功している。日本でも豚コレラを清浄化し、つぎの標的とし

てオーエスキー病撲滅の機運が高まっている。病性の相違から、オーエスキー病

の清浄化には豚コレラと異なった戦略を要する。しかし、米国の報告書で述べら
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第皿章

れたように、計画の達成には生産者を始め各種民間団体、国及び都道府県の行政

機関、研究・検査機関、ワクチン生産者など、すべての関係者の共通認識と連携

協力、役割分担、特に生産者の強い意志が最も重要となろう。米・英両国の経験

から学ぶべきことが多い。
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